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概要 

千葉商科大学では, 教室の視聴覚機器の老朽化更新工事の発注に際して, 業者に提案依頼

する従来の方式ではなく, 業者に設計図書（仕様書や図面）を提示して見積依頼する新た

な方式とすることで, 必要な性能や品質を確保しつつコスト低減を実現した。 

 

1  はじめに 

高等教育機関における教室の ICT 環境, とりわ

け視聴覚機器は, 教育の質を支える極めて重要な

基盤である。これらの設備は, 技術の進展と共に

陳腐化するため, 継続的な更新が不可欠となる。 

しかし, その調達プロセスには構造的な課題が

存在することが少なくない。本学においても従来, 

視聴覚機器の更新事業は教室ごとに異なるベンダ

ーによる提案依頼方式に依存していた。その結果

価格の競争性の欠如及び, 機器の操作インターフ

ェースの統一性の喪失といった課題を抱えてい

た。 

この課題を解決するため, 本学側で標準的な仕

様書を策定し, 指名競争入札に準じた見積合わせ

方式を導入した。本方式の適用事例として, 2016

年度の 4 教室における更新事業を対象に評価を行

った結果, 従来方式に比べ約 33%（500 万円）の大

幅なコスト削減を達成した。 

加えて, 機器の操作インターフェースの統一に

よる, 利用者の利便性向上, 教室機器更新業務の

引き継ぎの容易化及び窓口業務での教室機器の主

電源投入鍵（以下 AV キー）の貸出方式の改善と

いった効果も確認された。 

本稿は, その効果と今後の課題について報告し

共有することが目的である。 

 

 

 

2  教室視聴覚機器の構成 

本件で策定した標準仕様書における教室視聴覚

機器構成の一例として図 1 に示す。 

図 1 機器収納ラック機器構成 

図 2 教卓及び教室内機器構成図 



この構成の要点は, 映像切替装置や音声信号混

合増幅装置といった機器を, 特定のメーカー製品

に限定せず, 要求性能（例: 入出力ポート数, 出力

解像度など）のみを規定したことにある。 

これにより幅広いベンダーが, 自社の得意とす

る製品でシステムを構築することが可能となり, 

公正な競争環境を担保した。 

3 操作パネルの統一化 

設計方針は, 「どの教室でも同じ操作動線」を

実現するインターフェース要件を仕様書に明記す

ることである。特に, 誰もが悩まずに操作できる

ことを重視し, あえて物理ボタン仕様を採用した。 

これにより電源・入力切替・音量などの基本操

作を直感的に操作可能とした。さらに埋込式の操

作ユニットが設置出来ない小規模教室向けには, 

同一デザインで埋め込み型ではないボックス型の

仕様の操作ユニットを導入し, 設置条件に応じた

構築が可能になるように柔軟性を確保した。 

この統一化は, 教員の学習コスト低減と問い合

わせ対応の標準化をもたらし, 発注担当者の引継

ぎの容易化にも寄与した。 

 

図 3 操作ユニット（大規模教室） 

 

図 4 操作ユニット（小規模教室） 

4 効果検証 

本方式の導入による効果を, 定量的および定性

的な面から報告をする。 

4.1. 定量的効果 

本方式を初めて適用した 2016 年度の 4 教室に

おける更新事業において, 新方式による見積額と, 

従来方式（特定業者への提案依頼）による見積額

を比較した結果を表 1に示す。 

調達方式 見積 削減額 削減率 

従来方式（提案依頼） 1,500万円 - - 

新方式（仕様書提示） 1,000万円 500万円 33.3% 

表 1 調達方式によるコスト比較（2016年度実績） 

表 1 が示す通り, 新方式の導入により, 従来方式

に（1,500 万円）対し, 新方式の実績（1,000 万円）

となり, 同等の性能・品質を確保しつつ, およそ

33%というコスト削減を達成した。 

これは仕様の明確化により同一土俵での価格競

争が成立し, 過剰提案の抑制や標準化による構築

の効率化が進んだ結果, 適正な市場価格形成に寄

与したと考えられる。 

4.2. 定性的効果 

コスト削減に加え, 運用面においても以下の改善

効果が確認された。 

利用者（教員）の利便性向上: 全ての更新教室で

操作パネルが統一されたことにより, 教員が教室

ごとに操作方法を習得する必要がなくなり, 授業

準備の負担が軽減された。 

管理者（職員）の業務効率化: 調達プロセスが標

準化されたことで, 担当者の業務が効率化された。

また, 仕様が文書化されているため, 人事異動に

伴う後任者への業務引き継ぎが容易になった。 

サポート窓口: 操作方法の統一により, 授業前の

準備・トラブル対応が平準化し, 問い合わせ対応

や引継ぎの負荷低減が報告された。 

 



貸出窓口: 教室機器を利用するための AV キーの

返却を待って, 授業間の10分の準備時間中に教員

などの利用者の待機が発生していた。この機会に

従来は教室別にしていた AV キーを全て統一する

ことで, どの教室でも同一のキーで教室機器の主

電源の投入が可能になった。そのため, 都度の AV

キーの返却が不要になり, 利用者の待機が解消し

たことで窓口の混雑の緩和にも寄与した。 

5 課題 

本取り組みは一定の成功を収めた一方で, その

特性に起因する新たな課題も認識されている。 

最大の課題は, 技術的柔軟性の欠如である。安

定性と直感性を優先し, 物理ボタンの仕様に固定

したことで, より多機能で動的な情報の表示が可

能な液晶パネルでのソフトウェアインターフェー

スなどの新しい技術による機材の検討や試行導入

が進んでいない。 

技術は日進月歩であり, 現在の仕様が将来にわ

たって最適であり続ける保証はない。技術の進展

と利用者のニーズの変化に対応するため, 標準仕

様を定期的に見直し, 更新していくプロセスの確

立が不可欠であり, 現仕様を満たす最安の構成が

利用者にとって, 必ずしも最適とは言えないため, 

新しい技術の試行導入やインターフェース要件の

見直しを行いながら, 更新事業を継続する必要が

ある。 

また, 詳細すぎる仕様は新規の業者参入を妨げ, 

粗すぎる仕様は品質のばらつきを招くため, “最

小十分”のラインを継続的に調整する必要がある

ことや, ベンダーからの質疑, 回答を共有し, 解

釈の揺れを最小にするなど, 調達の過程上, 担当

者の負荷がかかる。 

6 おわりに 

本報告では, 機材仕様書の策定を起点とする指

名競争入札に準じた見積合わせ方式を導入したこ

とにより, ベンダーロックインが解消され, 健全

な競争原理が働いたことで, 約 33%というコスト

削減を達成すると同時に, 教室視聴覚機器の仕様

の統一化による利用者・管理者双方の負担軽減を

実現した事例を紹介した。 

今後の課題や取り組みとしては, 技術の進展に

追随するための仕様の継続的なアップデートや, 

仕様策定能力の組織的な維持・継承体制の構築が

挙げられる。また, 本方式を教室視聴覚機器の更

新事業のみならず, ネットワーク機器整備など, 

その他の設備調達事業に適用することが可能か検

討を行っている。 

本取り組みの成果が, 同様の課題を抱える他の

教育機関における設備調達プロセスの最適化に向

けた一助となることを期待する。 
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